
No 担当課
決算書
ページ

事　業　名 成　果 決算額
（千円）

うち臨時
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国庫補助
充当

（千円）

うち
県補助充当
（千円）
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（千円）

交付金区分

1 社会福祉課 165
価格高騰対策障害福祉事業所等緊
急支援給付事業

福祉事業所の継続的な運営に助力することができた。
申請事業所数/対象事業所数　　25/25
訪問系10,000円×8事業所　通所系30,000円×14事業所
入所系60,000円×3事業所

685 600 85 推奨事業
メニュー

2 社会福祉課 165
価格高騰対策緊急支援給付金給付
事業

物価高騰により家計に大きな影響を受けた住民税非課税の
世帯に3万円を給付し生活支援が図られた。
3,039世帯に91,170千円を支給（支給率　約83％）

97,464 97,464 0
低所得世帯支

援枠

3 社会福祉課 167
価格高騰対策生活支援給付金給付
事業

物価高騰により家計に大きな影響を受けた住民税均等割の
み課税の世帯及び家計急変世帯に給付金を給付し、生活支
援が図られた。
739世帯に11,085千円を支給（均等割のみ課税世帯）
30世帯に900千円を支給(家計急変世帯)(支給率　約96％)

12,440 12,000 440
推奨事業
メニュー

4 いきいき長寿課 179
価格高騰対策介護事業所等緊急支
援給付事業

新型コロナウイルス感染症の長期化と物価高騰等の中にお
いて、地域福祉を支えている介護事業所等へ適切な支援を
行った。
訪問系10,000円×26事業所　通所系30,000円×19事業所
入所系60,000円×17事業所

1,856 1,800 56
推奨事業
メニュー

5 子育て支援課 201
価格高騰対策子育て世帯応援給付
金事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯
を対象に、0歳から15歳までの児童1人あたり1万円、16歳か
ら18歳までの児童1人あたり2万円を支給することにより、適
切な配慮を行うことができた。

96,766 76,357 20,409
推奨事業
メニュー・
通常分

6 子育て支援課 219
価格高騰対策保育所等緊急支援給
付事業

町内の保育施設及び幼稚園15施設を対象として、電力・ガ
ス・給食費の価格高騰相当分を定員に応じて支給することに
より、施設を支援するだけでなく、施設が価格転嫁せずに運
営することで、利用者の家計負担を軽減することができた。

6,763 2,000 2,451 2,312
推奨事業
メニュー

7 アグリ推進課 277
価格高騰対策農家・生活者等支援
事業

米生産者から余剰米の買い取りを行い農業経営の継続・安
定に寄与するとともに、生活困窮者等へ余剰米の無償配布
を行い、家計負担を軽減することができた。
購入数：2,730㎏。買取金額：682,500円。配布先：生活困窮世
帯、児童扶養手当受給世帯、こども食堂

741 700 41
推奨事業
メニュー

8 学校給食センター 375
価格高騰対策学校給食食材費支援
事業

小学生123食、中学生125食、１食20円の補助の総食数
455,425食、総額9,108,500円を補助し、保護者の負担を増や
すことなく給食の質や量を維持することができた。

9,109 7,300 1,809
推奨事業
メニュー

225,824 198,221 0 2,451 25,152

小中学校の2～3学期分の給食について、コロナ禍における食
材費高騰相当分を補填したもの。

①地方単独事業分　　合計

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金関連事業　実施状況及び効果検証

①地方単独事業分

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた子育て世帯に対し、給付金を給付したもの。

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた保育施設等を対象に、給付金を支給したもの。

コロナ禍において肥料・資材高騰の影響を受けた米生産者か
ら余剰米を買い取り、コロナ禍におけるエネルギー・食料品価
格等の物価高騰の影響を受けた生活困窮者等へ無償配布し
たもの。

事　業　内　容

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた住民税非課税世帯に対し、1世帯あたり3万円の給
付金を給付したもの。

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた住民税均等割のみ課税世帯へ1世帯あたり1.5万
円、家計急変世帯へ1世帯当たり3万円の給付金を給付したも
の。

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた障害福祉事業所等を対象に事業所の業務形態ご
とに定めた給付金を支給したもの。

コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた介護事業所等を対象に事業所の業務形態ごとに
定めた給付金を支給したもの。
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1 子育て支援課 207
私立保育園運営事業
（うち臨時交付金充当対象分）
（子ども・子育て支援交付金）

町内私立保育園（延長保育事業）に係る洗面台工事及び感
染者発生時の人件費を支給することにより、新型コロナウイ
ルス感染症への対策を講じることができた。

801 267 267 267 0 通常分

2 子育て支援課 219
保育環境改善等事業
（うち臨時交付金充当対象分）
（保育対策総合支援事業費補助金）

町内私立保育園へ、感染者発生時の人件費を支給すること
により、新型コロナウイルス感染症への対策を講じることが
できた。

264 132 132 0 通常分

1,065 399 399 267 0

226,889 198,620 399 2,718 25,152

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　交付額（千円）

735

　　低所得世帯支援枠 97,464

100,421

198,620合　　計

通常分

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金

　　推奨事業メニュー

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金関連事業　　合計

②国庫補助事業分

②国庫補助事業分　　合計

事　業　内　容

新型コロナウイルス感染症対策を行った町内私立保育園（延
長保育事業）に対し、必要経費の一部を補助することで、事業
の継続を支援したもの。

新型コロナウイルス感染症対策を行った町内私立保育園に
対し、必要経費の一部を補助することで、事業の継続を支援
したもの。


